
音第 3 章 ,騷

第 僅 節 騒 音 の 現 況

1 概 要

騒音は 、 各種公害のなかで も 日 常生活にかかわ り か深 く 、 発生源 も 工場騒音、 建設作業騒音、 交通

騒音、 その他生活騒音等多種多様であ る こ と か ら 、 騒音に関す る苦情は 、 公害苦情件数のなかで特に

多 く 、 昭和 6 2年度の騒音苦情は 33 件で全体の 25 6 %を 占めて い る 。

2 各種騒音測定調査結果

( 1 ) 自 動車騒音調査

環境週間 ( 6 月 5 日 ~ 1 1 日 ) の行事の一つ と し て 、 鳥取市 6 地点、 倉吉市 3 地点 、 米子市 6 地点

及び境港市 3 地点計 18地点において 自 動車騒音測定を し 、 併せて交通量 (原付 自 動二輪車以上) を (
澗査 した 。 (表 9 1 )

//

こ の 覊徹蝋罰こ係礎境基準に基づ く 測定方法で行し ･ そ の 中央値の平均値を熟々ま鳥取市　

6 5 ~ 7 2 ホ ン ( A ) 、 倉吉市 6 7 ~ 6 9 ホ ン ( A ) 、 米子市 6 5 ~ 7 2 ホ ン ( A ) 、 境港市 5 6 ~ 6 5 ホ ン ( A ) で

あ り 、 鳥取市の県庁前及び米子市の米子駅前を除い て環境基準相当 と みな さ れ る値に不適合であ る

か 騒音規制法第 17条に規定す欲鑓型隻域内におけ る 自動車騒音の限度 と 比較す る と 各市 と も 限度

以下であ っ た 。

(2 ) 環境騒音実態調査

昭和 6 2 年度中に 、 騒音規制法に基つ く碗制鰺の指定を“て い る 4 市 ( 3 2 地点 ) で実れね
調査の結果は表 92 の と お り であ る 。

掲査結果を見 る と 、 環境基準A に相当す る地域 (主 と して住居の用に供され る地域) 及び環境基

準 B に相当す る地域 (相当数の住居と 併せて商業、 工業等の 用に供 され る 地域) では 、 環境基準相

当の適合率はそれぞれ 42 %及ひ 7 0 %であ っ た。

ま た 、 道路に面す る 地域 と 面 さ な い地域で見て も 、 道路に面す る 地域での環境基準相当の適合率

27 % 、 そ の う ち 、 A相当類型では朝 ･ 昼 タ 夜間は 、 それぞれ 0 % ･ 0 % 0 % 2 5 % 、 B 相当

類型では朝 ･ 昼 夕 ･ 夜間は 、 それぞれ 38 % 38 % ･ 3 8 % ･ 7 5 % であ っ た 。

道路に面 さ な い地域の適合率は 8 1 % 、 そ の う ち 、 A相当類型では朝 ･ 昼 ･ タ 夜間は 、 それぞれ

6 0 % 9 0 % ･ 8 0 % 5 0 % 、 B相当類型では朝 ･ 昼 ･ 夕 ･ 夜間は 、 それぞれ 1 0 0 % ･ 1 0 0 % ･ 1 0 0

% o 1 0 0 % であ っ た 。 こ の よ う に道路に面す る 地域での適合率か悪いが しか しいずれの地域にお

いて も 騒音規制法第17条に規定す る 自 動車騒音の限度をは と ん ど満足 して い る 。
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表 91 昭和 62 年度環境週間行事におけ る 自 動車騒音測定結果

、
J

測 定 地 点 所 在 地

道路 が

有す る

車線数

自 動 車 騒 音 昭 和 58 年 ~ 62 年 の 経 年 変 化 ( 平 均 値 )
~＼ /ノヘ ノノ

自動車騒音 〔 中央値 ホ ン仇) 〕 総車両通過台数 ( 大型車 )( 台 / 1 0 分 間 )

58 年度 59 年度 60 年度 61 年度 62 年度 58 年度 59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度

騒 音 レ ベ ル

〔 中央値ホ ソ (A) 〕
環境基準相当値

〔 中央値ホ ソ (A) 〕

相当 と み
な され る

地 域
の適否環境基準相当

自動車騒音の限度
〔 中央値ホ ズA) 〕

区域の

区 分
最高値 最低値 平均値

相当 と み
な され る

地 域

区域の

区 分
58 年度 59 年度 60 年度 6 1 年度 62 年度

鳥取市
鳥 取 駅 前 永楽温泉町

2 車 線
を こ え る

6 9 65 67 B 65 以下 × 第 3 種 80

邱、鍵 邱一わ 範一複 範一わ “〆"
140 ( 1 4 ) 1 33 ( 1 4 ) 1 7 0 ( 1 4 ) 1 46 ( 1 2 ) 1 5 2 ( 1 5 )

205 ( 1 3 ) 1 65 ( 1 2 ) 1 95 ( 1 7 ) 1 96 ( 1 6 ) 1 84 ( 1 4 )鳥 取 県 物 産
観光 セ ン タ ー 前

末広温泉町
2 車 線
を こ え る

73 70 7 1 イン イン × れソ "

県 庁 前 東 町
2 車 線
を こ え る

69 64 6 5 イン メソ ○ れツ メソ 64 64 65 65 65 1 52 ( 1 4 ) 1 43 ( 1 6 ) 1 1 3 ( 1 8 ) 1 43 ( 1 5 ) 1 5 2 ( 1 4 )

大 村 薬 局 前 片 原 2 車 線 68 6 1 6 6 イン イン × たソ 75 6 6 65 65 65 66 1 38 ( 3 ) 1 32 ( 2 ) 1 30 ( 2 ) 1 3 0 ( 4 ) 1 3 6 ( 3 )

鳥 取 警察署 附近
( 漁 連 会 館 )

青 葉 町 2 車 線 74 70 7 2 乙ソ ろソ × たソ イン 7 1 70 68 69 72 2 95 ( 1 8 ) 280 ( 20 ) 2 20 ( 1 7 ) 2 8 1 ( 20 ) 3M ( 1 8 )

面 谷 外 科 附 近 吉 方 町
2 車 線
を こ え る

72 65 68 A 60 以下 × 第 2 種 メソ 67 68 66 65 68 1 89 ( 1 7 ) 1 85 ( 1 3 ) 1 3 6 ( 1 2 ) 1 92 ( 1 2 ) 1 85 ( 9 )

米子市
米 子 駅 前 明 治 町

2 車 線
を こ え る

68 63 65 B 65 以下 ○ 第 3 種 80 64 65 63 66 65 1 1 8 ( 6 ) 1 38 ( 5 ) 1 20 ( 1 9 ) 1 3 1 ( 2 1 ) 1 37 ( 2 1 )

中 国 電 力 前 加 茂 町
2 車 線
を こ え る

72 68 70 たソ バン × イン イン 7 1 72 68 6 9 70 246 (33 ) 234 ( 3 1 ) 240 ( 3 6 ) 2 2 8 ( 33 ) 246 ( 30 )

米 子 市公会堂前 角 盤 町
2 車 線
を こ え る

7 1 69 70 イン イン × " イン 69 70 69 6 9 70 3 1 3 ( 35 ) 3 33 ( 33 ) 3 30 ( 3 5 ) 3 3 2 ( 34 ) 3 3 7 ( 3 6 )

消 防 署 附 近
( 理容セ ン ス前 )

富 士 見 町
2 車 線
を こ え る

7 1 6 6 6 9 メソ イン × メソ メソ 68 6 9 68 67 69 247 ( 1 4 ) 255 ( 1 3 ) 25 5 ( 1 9 ) 247 ( 24 ) 23 3 ( 1 3 )

鳥 取 銀 行
米 子 支 店 前

西 福 原
2 車 線
を こ え る

73 7 1 7 2 イン たソ X んソ メソ 7 1 73 7 2 7 1 7 2 347 ( 27 ) 358 ( 28 ) 367 ( 30 ) 35 1 ( 45 ) 37 0 ( 3 5 )

隠樹建築事務所前 米 原
2 車 線
を こ え る

74 7 1 72 A 60 以下 × 第 2 種 75 6 9 6 9 7 1 7 1 72 366 ( 35 ) 3 1 4 ( 2 6 ) 343 ( 30 ) 3 1 5 (4 9 ) 3 3 1 ( 3 3

倉吉市
旧 打 吹 駅 前 明 治 町 2 車 線 68 6 6 67 B 65 以下 X 第 3 種 たソ 68 70 6 6 67 67 1 0 1 ( 6 ) 1 08 ( 6 ) 1 0 1 ( 8 ) 8 1 ( 7 ) 98 ( 7

倉 吉 駅 前 通 り 上 井
2 車 線
を こ え る

72 68 6 9 イン イン × イン 80 70 7 1 67 67 69 238 ( 1 7 ) 208 ( 1 4 ) 200 ( 1 4 1 6 9 ( 1 1 ) 2 00 ( 1 1

宮川町 ロ ー タ リ ー 宮 川 町
2 車 線
を こ え る

68 66 68 メソ イン × れソ れソ 68 69 67 66 68 2 1 0 ( 6 ) 208 ( 6 ) 1 83 ( 1 0 1 98 ( 9 1 88 ( 8

境港市
鳥 取 銀 行
境 港 支 店 前

上 道 町 2 車 線 67 62 65 A 55 以下 × 第 2 種 70 68 68 65 66 65 1 1 1 ( 1 1 1 1 1 ( 1 5 1 1 8 ( 1 5 1 08 ( 1 2 1 20 ( 1 0

境 公 民 館 前 湊 町 2 車 線 66 64 65 イン れソ × れソ イン 63 64 63 63 65 1 0 0 ( 1 1 1 1 2 ( 1 3 1 07 ( 1 2 97 ( 1 2 1 1 1 ( 8

山 陰 合 同 銀 行

境 西 支 店 前
外 江 町 2 車 線 60 50 5 6 イン んソ × イン " 60 57 57 56 56 64 ( 8 62 ( 5 67 ( 4 57 ( 6 63 ( 6

62 年

αD 測定値は午前 8 時か ら午後 4 時 ま での 2 時間お き 5 回の測定

適否 と は環境基準のあてはめを行 っ た場合の判定
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2 昭和 62 年度 環境騒音覊査結果

所 在 地 道 路 名 車線数
測 定 値
中央値 〔 ホ ン(A) 〕 種台量脱が讃語 雫野緒輝き羽原言

自 動車騒音の限度
中央値 〔 ホ ン(A) 〕

朝 昼間 タ 夜間 朝 昼間 タ 夜間 相当類型
基準値 ( 相当 )

昼間 朝夕 夜間

55 50 45

50 45 40

環境基準相 当
適 (○) 否 ( × ) ｣

朝 昼間 タ 夜間

＼さこ x × ×

ミ 0 0 0

区域区分 昼間 朝夕 夜間昼間 タ 夜間昼間 朝夕

吉 方 町 国 道 2 9 号 2 66 67 6 9 5 1 1 1 3

( 6 )

1 74

( 1 2 )

1 73

( 4 )

43

( 4 )

A 55 50 × × X 2 7 0 65 55

メソ 46 42 40 34 ○ ○ ○れツ 50 45

湯 所 町 国 道 2 9 号 2 65 68 65 5 6 87

( 8 )

1 84

( 1 4 )

1 7 1

( 6 )

50

( 6 )

A 55 50 45 X × × X 2 7 0 l 6 5 I 5 5

" 44 50 42 38 れソ 50 i 4 5 40 ○ ○ ○ ○

吉方温泉町 ( - ) 福 部鳥取線 2 63 62 64 5 2 1 2 5

( 1 1 )

1 50

( 1 0 )

1 5 6

( 8 )

3 1

( 2 )

B 65 60 55 X ○ × ○ 3 75 l 70 1 65

たり 45 42 44 38 んソ 60 55 50 O 〇 〇 ○

天 神 町 国 道 5 3 号 4 63 69 68 5 9 7 1

( 9 )

247

( 27 )

225

( 1 0 )

45

( 5 )

B 65 65 60 O × × ○ 3 8o l 7 5 I 65
" 48 50 44 44 メソ 60 55 50 ○ ○ ○ ○

秋 喜 住) 倉吉赤碕中山線 2 58 6 1 58 40 7 9

( 7 )

75

( 7 )

6 1

( 2 )

1 5

( 0 )

A 55 50 45 X × × ○ 2 70 I 65 i 5 5

イン 50 45 40 ○ ○ ○ ○れソ 4 1 48 42 38

米 田 町 国 道 1 7 9 号 4 57 6 3 60 47 66

( 9 )

1 28

( 1 4 )

1 02

( 2 )

28

( 4 )

A 60 55 50 X × × ○ 2 7 5 I 70 - 6 0

れソ 50 45 40 X ○ × ×幸 村 宅 前 " 49 50 47 4 1

･ 林 薬 局 前 明 治 町 国 道 3 1 3 号 2 64 66 62 53 7 6

( 1 0 )

3 9

( 6 )

40

( 3 )

1 7

( 1 )

B 65 60 55 X × × 〇 3 7 5 ｢ 7o I 65
研 屋 町 38 42 45 3 6 んソ 60 55 50 O ○ ○ ○

山 根 国 道 1 7 9 号 4 66 6 6 64 4 9 1 98

( 20 )

1 9 1

( 1 2 )

1 64

( 6 )

3 9

( 1 )

B 65 65 60 X × 〇 ○ 3 80 I 7 5 I 6 5

イン 60 55 50 O ○ ○ ○れソ 44 43 4 1 35

上 後 藤 市 道 外 浜 街 道 線 2 6 1 6 5 6 1 5 0 3 7

( 4 )

1 1 0

( 1 )

77

( 2 )

30

( 0 )

A 55 50 45 X × × × 2 70 I 6 5 I 5 5

イン 50 45 40 O ○ ○ ○メソ 43 48 40 40

上 福 原 ( 一 ) 皆 生 西 原 線 4 66 68 66 62 1 74

( 1 5 )

202

( 8 )

1 7 9

( 5 )

69

( 4)

A 60 55 50 X X × × 2 7 5 - 7 0 I 60

んソ 50 45 40 X ○ ○ ×" 47 44 4 1 42

祇 園 町 国 道 9 号 2 7 1 7 3 73 6 5 2 99

( 1 3 )

243

( 23 )

1 67

( 1 0 )

74

(2 9 )

B 65 60 55 X × × × 3 75 【 7o l 6 5
A 50 45 40 O O ○ ×イン 45 45 42 4 1

車 尾 国 道 9 号 4 72 7 2 74 63 1 87

( 25 )

2 62

( 50 )

25 9

( 22 )

66

( 1 3 )

B 65 65 60 X × × × 3 80 - 7 5 l 6 5
A 50 45 40 X × × ×

れツ 53 54 54 49

湊 町 ( 主 ) 米 子 境 港 線 2 56 64 63 5 5 3 1

( 8 )

98

〔 8 )

7 3

( 1 )

3 1

( 1 )

A 55 50 45 X × × X 2 70 l 65 l 5 5

し れソ 50 45 40 O 〇 〇 ×
れソ 4 1 48 45 44

外 江 町 ( 主 ) 米 子 境 港 線 2 63 6 1 60 54 b4

( 5 )

62

( 5 )

66

( 1 )

1 9

( 1 )

A 55 50 45 X X × × 2 70 65 l 5 5
イン 50 45 40 O ○ ○ 〇イン 44 49 4 1 40

東 本 町 ( 一 ) 境 港 線 2 44 55 53 45 8

( 1 )

43

( 0 )

1 7

( 0 )

6

( 1 )

B 65 60 55 ○ ○ ○ ｣ 〇 3 75 l 70 - 6 5
んツ 60 55 50 O 〇 ○ 〇

れソ
｢

40 47 40 40

上 道 町 国 道 4 3 1 号 4 62 65 62 60 4 1

( 7 )

1 26

( 1 0 )

1 00

( 3 )

3 9

( 5 )

B 65 65 60 ○ 〇 ○ 〇 3 80 l 75 l 6 5
れソ 60 55 5 0 O 〇 〇 〇

イン 45 48 47 46

飜寒

夜間 朝

45 ×

40 ×

45 X

u

袰

1 . 時間区分 騒音 昼間 . 午前 8 時~午後 7 時、 朝夕 : 午前 6 時~午前 8 時 と 午後 7 時~午後 1 0 時 、 夜間 午後 1 0 時~翌 日 午前 6 時
2 . 測定時刻 午前 5 時、 7 時 、 1 0 時 、 午後 4 時、 7 時 、 1 0 時

3 . 騒音の昼間 ･ 夜間の測定値は各時間区分の平均値であ る 。

4 . 交通量は 、 自 動二輪車以上の道路に面す る地点の通過車両台数であ る 。

5 . 道路名 の く 主 ) は主要地方道 ( 県道 ) ( 一 ) は一般県道 ( 県道 ) であ る 。
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第 2 節 騒音の防止対策

法 ･ 条例 によ る規制

( 1 ) 騒音に係 る環境基準

公害対策基本法第 9 条の規定に基づ く 、 ｢騒音に係 る環境基準｣ について は 、 昭和 46 年 5 月 25

日 付け閣議決定に よ り 騒音に係 る環境上の条件について生活環境を保全 し 、 人の健康の保護に資す

る 上で、 維持 され る こ と が望 ま しい基準 ( 以下 ｢環境基準｣ と い う 。 ) と して定め られて い る 。 ( 表

93 )

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　な お 、 当環境基準は 、 域の類型あてはめ制を と っ て い る が、 本県においては 、 昭和 63 年 3 月 3 1

日 現在 、 地域の類型あ-て野めは行 っ て いない。

環境基準は 、 地域の類型及び時間の区分 ご と に次表の基準値の欄に掲げ る と お り と す る 。

表 93 騒音に係 る環境基準 ( 昭和 46 年 5 月 25 日 閣議決定 )

地域の類型
時 間 の 区 分

該 当 地 域
昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A A 45 ホ ン(A)以下 40 ホ ン(A)以下 35 ホ ンa)以 下 環境基準に係 る水域及び地域の指定権
限の委任に関する政令 ( 昭和 46 年政令
第 1 5 9 号 ) 第 2 項の規定に基づ き都道
府県知事が地域の区分 ご と に指定す る
地域

A 50 ホ ン(A)以 下 45 ホ ン(A)以下 40 ホ ン(A)以下

B 60 ホ ン仇)以 下 55 ホ ン込)以 下 50 ホ ン(A)以下

(注) 1 A A をあてはめ る地域は療養施設か集合 して設置 され る地域な ど と く に静穏を要す る地域 と

す る こ と 。

2 . A を あてはめ る 地域は主 と して住居の用に供 さ れ る地域 と す る こ と 。

3 . B をあてはめ る 地域は相当数の住居 と併せて商業、 工業等の用 に供 され る地域 と す る こ と 。

たた し 、 次表に掲げる地域に該当する地域 ( 以下 ｢道路に面す る 地域｣ と い う ) についてはそ

の環境基準は上表に よ らず次表の基準値の欄に掲げ る と お り と す る 。

地 域 の 区 分
時 間 の 区 分

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

A地域の う ち 2 車線を有す る道路に面す る地域 55 ホ ン(A)以下 50 ホ ン(A)以下 45 ホ ン(A)以下

A地域の う ち 2 車線を超え る車線を有す る道路に
面す る地域

60 ホ ン(A)以下 55 ホ ンa)以下 50 ホ ン(A)以下

B 地域の う ち 2 車線以下の車線を有する道路に面
する地域

65 ホ ン(A)以下 60 ホ ン(A)以下 55 ホ ン(A)以下

B 地域の う ち 2 車線を超え る車線を有する道路に
面する地域

65 ホ ン(A)以下 65 ホ ン(A)以下 60 ホ ン(A)以下

備考 車線 と は 1 縦列の 自 動車が安全かつ円滑に走行する ために必要な一定の幅員を有す る 帯状の

車道部分をい う 。
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表 94 一般的な騒音 レベル

ホ ン 状 況 ~

1 40 極度の聴力障害

1 30 最大可聴限界 !

1 20 飛行機の エ ン ジ ン の近 く

1 1 0 自 動車の ク フ ク シ ョ ソ 、 船の機関室内

1 00 高速列車の近傍

90 組立工場、 やか ま しい地下鉄

80 交通のはげ しい交差点

70 電話の ベル ( 1 m )

60 会話 ( 1 m ) 、 一般の事務室内

50 普通の事務室、 静かな住宅地

40 静かな図書館

30 深夜 、 フ ジ オ ･ テ レ ビ放送の ス タ ジ オ内

20 人 の さ さ や き

10 木の葉の音

O
会
話
了
解
の
低
下

作
業
能
率
の
低
下

難
聴

惹 作 会
業 話

起 能 了
率 解
の の

( の 騒音規制法

騒音規制法では 、 騒音を防止す る こ と に よ り 生活環境を保全すべき地域を知事が指定 し ( 法第 3

条第 1 項 ) 、 こ の指定地域内にあ る工場 ･ 事業場におけ る事業活動に伴 う 騒輯立 ( 法第 2 条第 1 項及

び第 2 項 ) 、 建設工事に伴 っ て発生す る騒音 ( 法第 2 条第 3 項 ) を規制す る と と も に 、 自 動車か ら

発生す る騒音の許容限度 ( 法第 1 6 条 ) を定め 、 更に道路交通に起因す る 自 動車騒音について対策を

要請 ( 法第 1 7 条 ) でき る こ と と し て い る 。

本県におけ る地域指定状沈ま 、 表 95 と 表 96 の と お り であ る 。 ⑲

表 95 地域指定状況

告 示 年 月 日 地 域 指 定 市 町 村 名

昭和 49 年 9 月 1 7 日
く 県告示第 778 号~第 780 号 )

鳥取市及び米子市の一部

昭和 50 年 5 月 30 日
( 県告示第 476 号~第 478 号 )

倉吉市及び境港市の一部

昭和 54 年 7 月 6 日
( 県告示第 575 号~第 577 号 )

国府町、 郡家町及び 日 吉津村の一部
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表 96 騒音規制の区域の区分 と 用途地域の関係

特定工場等において発生する 騒音について規制する 区域
並びに 自 動車騒音の限度に係 る 区域。

都市。十画法に基つ く
用 途 地 域 の 区 分

特定建設作業に伴 っ

て発生する騒音につ
いて規制す る 区域。用 途 地 域

第 1 種区域

良好な住居の環境を保全す る ため 、 特に静穏の保持を
必要 と す る 区域。

第 1 種住居専用地域

第 1 号区域
( 第 4 種区域の う ち 、

学校、 保育所、 病院、
診療所、 図書館及び
特別養護老人 ホ ー ム
の敷地の周囲約 80 m
以内の区域を含む。 )

第 2 種住居専用地域

第 2 種区域
住居の用 に供 されて い る ため 、 静穏の保持を必要 と す

る 区域。

第 2 種住居専用地域

住 居 地 域

第 3 種区域
住居の用 にあわせて商業 、 工業等の用 に供 されてい る

区域であ っ て 、 そ の区域内 の住民の生活環境を保全する
ため 、 騒音の発生を防止す る必要があ る 区域。

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

第 4 種区域
主 と して工業等の用 に供 されて い る 区域であ っ て 、 そ

の区域内 の住民の生活環境を悪化 さ せな いため 、 著 しい
騒音の発生を防止す る必要があ る 区域。

工 業 地 域
第 2 号区域

指 定 地 域 か, ら 除 外 工 業 専 用 地 域 指定地域か ら除外

(注) 規制 の区域を示す図面は 、 県庁環境保全課 、 関係市役所及び町村役場公害相当課に備え置 き 、

一般の縦覧に供 して い る 。

ァ 工場 、 事業場騒音

工場･ 事業場騒音“ついて規制uの対象 と な る の ひこ 糎蝋内にあユて 、 遮定施設‘( 政令第 1
条 ) を設置 して い る工場及び事業場 ( 特定工場等 と い う 。 ) であ る 。

特定エ場等には 、 規制基準の遵守義務が課せ られて お り 、 知事 ( 指定地域市涎母長に事務委任o

以下同 じ。 )は 、 規制基準に適合 しない こ と に よ り 、 周辺の生活環境が損なわれる と認め る場合に、

計画変更勧告や改善勧告、 更には改善命令を行 う こ と がで き る 。

) 表 97 特定工場等において発生する騒音について の規制基準

区載＼時＼廻のの区分 区分
昼 間

( 年残 9讓き
朝 夕

午前 6 時か ら午前 8 時 ま で 、
午後 7 時か ら午後 1 0 時 ま で ノ

夜 間
午後 1 0 時か ら ･
翌 日 の午前 6 時 ま で ノ

第 1 種区域 50 ホ ン 45 ホ ン 45 ホ ン

第 2 種区域 60 ホ ン 50 ホ ン 45 ホ ン

第 3 種区域 65 ホ ン 65 ホ ン 50 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン 70 ホ ン 65 ホ ン

く 基準値は特定工場等 ( 騒音規制法施行令別表第 1 に定め る 施設を設置す る工場 事業場 ) において

発生す る騒音の特定工場等の敷地の境界線上におけ る大 き さ 。 〉
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イ 建設作業騒音

建設作業騒音について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内において 、 建設工事を施工する場合

に 、 特定建設作業 ( 政令第 2 条 ) を併 う 作業であ る 。

特定建設作業には 、 届出義務 (法第 1 4 条 ) が課せ られて し ･ る 。 ま た 、 南町社是ま 、 特定建設作
業に併い発生する騒音が一定の規制基準に適合 しない こ と に よ り 、 生活環境が著 し く 損なわれる

場合においては 、 必要な勧告、 金分のと措置 ( 法第 1 5 条 ) を と る こ と が でき る 。

表 98 特定建設作業に併 っ て発生す る騒音について の規制基準

き

≧

① く い打機
( も んけん

を除 く 。 )
く い打機又
は く い打 く

い抜機を使
用す る 作業
( 圧入式及
ひ ア ー ス オ

- カ ー を併

用す る作業
を除 く 。 )

②び ょ う 打
機を使用す
る作業

③ さ く 岩機
を使用する
作業 (、 1 日
5 0m以上移

動す る昨業
を除 く )

④空気圧縮

機 ( 電動で
な く 出力1 5

鬮Z以上のも

の ) を使用

す る作業
( さ く 岩機
の動力 と し

て使用す る
場合を除 く 。)

⑤ コ ン ク リ
一 ト プフ ン ト

(容量 0 .45

が以 上 ) 又
“ま ア ス フ ァ

ノレ ト プ フ ソ

ト (容量200

kタ以 上 ) を
設けて行 う
作業 ( モ ル
タ ル製遣す
る場合を除
く 。 )

適用除外
作業場所の

敷地境界線
から 30m の

地点におけ
る騒音

85 ホ ン を

超えない こ と

80 ホ ン を

超えない こ と

75 ホ ン を

超えない こ と

75 ホ ン を

超えない こ と

75 ホ ン を

超えない こ と

作 業
禁止の
時間帯

1 号

区域

午後 7 時
~午前 7 時

午後 7 時
~午前 7 時

午後 9 時
~午前 6 時

午後 9 時
~午前 6 時

午後 9 時
~午前 6 時

災害、 非常の事態、
人 の生命 、 危険防
止 、 鉄軌道の正常
運転 、 道路法及び
道交法の 占用及ひ
許可の夜間指定

2 号

区域
午後 1 0 時
~午前 6 時

午後 1 0 時
~午前 6 時

午後 1 0 時
~午前 6 時

午後 1 0 時
~午前 6 時

午後 1 0 時
~午前 6 時

作 業
時間の

長 さ の

制 限

1 号

区域
1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 で完了する作

業、 災害の事態 、
人 の生命 、 危険防
止

2 号

区域
1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間

連続 し
て作業
する こ
と の で

載 る 日 号隙一塀臓 6 日 間以内 6 日 間以内 6 日 間以内

1 か月 以内 1 か月 以内
災害、 非常事態、
人 の生命 、 危険防
止

2 か月 以内 2 か月 以内

作 業 を

禁止す る 日

日 曜 日

そ の他の休
日

日 曜 日

そ の他の休
日

日 曜 日

その他の休
日

日 曜 日

その他の休
日

日 曜 日

その他の休
日

災害、 非常の事態、
人 の生命、 危険防
止 、 鉄軌道の正常
運転、 道路法及び
道交法の占用及び
許可の夜間指定

-
r
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l
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1
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ウ 自 動車騒音

騒音規制法では 、 自 動車構造の改善に よ り 自 動車騒音の防止を図 る ため 、 環境庁長官が 自 動車

騒音の大 き さ の節容限度を定め 、 こ れを道路運送車両の保安基隼において畑保する こ と と し て し 、

る 。 ま た 、 鐘定盤面にあ て 、 髄窺講･ 自 動車騒音について 、 その測定 しべ効＼-砂限度、
を超え 、 道路周辺の生活環境が著 し く 損なわれ る と 認め る と き は、 都道府県公安委員会に対 して

道路交通法の規定に よ る措置を と るべ き こ と を要請 し 、 ま た必要に応 じ、 道路管理者等に対 し 、
　 　 　 　

道路構造の改善その他の 自動車騒音の大 き さ の減少に資す る事項に関 し 、 意見を述べ る こ と かで

き る 。

表 99 騒音規制法第 1 7 条第 1 項の規定に基づ く 指定地域内 におけ る 自 動車騒音の限度

区 域 の 区 分
時 間 の 区 分

昼 間 朝 ･ 夕 夜 間

1 第 1 種区域の う ち 1 車線を有する道路に面する区域 55 ホ ン 50 ホ ン 45 ホ ン

2 第 2 種区域の う ち 1 車線を有する道路に面す る 区域 60 ホ ン 55 ホ ン 50 ホ ン

3 第 1 種区域及び第 2 種区域の う ち 2 車線を有する道路に面す る 区域 70 ホ ン 65 ホ ン 55 ホ ン

4 鮎鸚議び第 2 種区域の う ち 2 車線を こ え る車線を有す る道路 75 ホ ン 70 ホ ン 60 ホ ン

5 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 1 車線を有す る道路に面す る 区域 70 ホ ン 65 ホ ン 60 ホ ン

6 第 3 種区域及び第 4 種区域の う ち 2 車線を有する道路に面す る 区域 75 ホ ン 70 ホ ン 65 ホ ン

7 鍵瀞霊峩び第 4 種区域の う ち 2 車線を こ え る車線を有す る道路 80 ホ ン 75 ホ ン 65 ホ ン

回 航空機騒音に係 る環境基準

) 公害対策基本法第 9条の規定に基づ く 、 ｢航空機騒音に係る環境基準｣ については昭和 48 年 1 2
月 27 日 付環境庁告示第 1 54 号に よ り 騒音に係 る環境上の条件につ き 、 生活環境を保全 し 、 人の健康

の保護に資する う え で維持す る こ と か望 ま しい航空機騒音に係 る基準 ( 以下 ｢環境基準｣ と い う 。 )

と し て定め られて い る 。 ( 資料 1 2 参照 )

本県においては 、 鳥取市に鳥取空港 ( 管理者 を鳥取県 ) と 境港市に美保飛行場 ( 管理者 防衛庁、

共用飛行場 ) の 2 つかあ り ･ 環境基準に基づ く 飛行場の区分は ･ 遮敵空港‘の場合象3 種空港に該当
す る飛行場であ り ま た 、 !僕保飛行場の場合は 、 自 衛隊等か使用す る飛行場であ り 、 第 2 種空港A に

準ずる飛行場に該当す る も の であ る か 両飛行場 と も現在 、 環境基準の地域の類型あ…工はめ攻ま行 っ

て いな し ･ 。
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( 4 ) 鳥取県公害防止条例 ( 昭和 46 年 1 0 月 1 2 日 鳥取県条例第 35 号 )

ア 工場、 事業場騒音

近時、 ビ ル等の増加に伴い冷房用 の ク ー リ ン グ タ ワ ー の騒音が問題 と な っ て い る が 、 こ れを条

例に よ り 騒音関係特定施設 (表 1 00 ) と して 、 昭和 47 年 4 月 1 日 か ら規制が行われて お り 規制

地域及び規制基準は騒音規制法に準拠 して い る 。

表 1 00 鳥取県公害防止条例に よ る騒音関係特定施設の規模

施 設 名 規 格

ク ー リ ン グ タ ワ ー 送風機の原動機の定格出力が 0. 75 キ ワ ソ ト 以 上の も の に限 る 。

イ 深夜騒音

深夜の静穏を保持す るため 、 全県ジラリエ場、 事業場のすべて の事業活動こ伴 ぅ 深夜 ( 午後 1 0 時

か ら翌 日 の午前 6時 ま で ) の騒音を昭和 47 年 4 月 旧 か ら規制 して い る 。 事業活動すなわち 、 物 ◎) }
の製造、 加工に伴 っ て発生す る騒音のほか 、 例えば飲食店を営む こ と に よ っ て発生す る音楽放送、

ハ ン ト 演奏、 カ ラ オ ケ 及び き ょ う 声な どの騒音 も含めて規制を行 っ て い る 。

表 1 0 1 鳥取県公害防止条例に よ る深夜騒音の規制基準

区 域 の 区 分 基 準 値

1 受難鼾第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 された第 3 種区域及び知事か別に定 50 ホ ン

2 頭搜鼾第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定さ れた第 4 種区域及び知事が別に定 65 ホ ン

3 1 及び 2 に掲げ る区域以外の区域。 ( 壱養護燈匙蝋事内の分区及び工業〉 45 ホ ン

ウ 拡声機騒音

近年 、 工場 事業場騒音以外の騒音苦情が増加する傾向こあ る の で、 こ れに対処す る ため 、 拡 の
声機に よ る騒音を昭和 63 年 1 0 月 1 日 か ら規制 して い る 。

1 商業宣伝を 目 的 と して 、 拡声機を使用す る放送を して はな ら ない区域 ( 次に掲げる施設の敷地の

周囲か ら おおむね 50 メ ー ト ル以内 の区域 )

( 1 ) 学校教育法第 1 条に規定する学校

( の 児童福祉法第 7 条に規定する保育所

( 勾 医療法第 1 条の 2 第 1 項に規定す る病院及び同条第 2 項に規定す る 診療所の う ち患者の収容施

設を有す る も の

(鯖 図書館法第 2 条第 1 項に規定する図書館
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2 商業宣伝を 目 的 と して 、 航空機か ら拡声機を使用す る放送の制限

使用時間 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で

音 量 : 地上において 65 ホ ン以下

3 そ の他拡声機を使用する放送の制限

( 1 ) 次に掲げ る放送をす る場合は 、 使用時間 、 音量 と も 音量基準 鞘こ よ る 。

ァ 工場、 事業場、 社寺、 屋外ス ポ ー ツ 施設、 学校 、 保育所等において構内用 と して そ の敷地内

で行 う も の

イ 住民の慣習 と して行われる広報又は連絡に伴 う も の

ウ 露店市 、 朝市その他地域の慣習 と して行われる催 し物に伴 う も の

ェ 飲食物の移動販売に伴 う も の

オ 屋外におけ る音楽会 、 映画会等の運営のためにそ の会場内 で行 う も の

音量基準 1

音 量

区 域 午前 6 時か ら 午後 1 0 時か ら
午後 1 0 時 ま で 翌 日 の午前 6 時 ま で

第 1 種区域 70 ホ ン 45 ホ ソ

ー 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定 第 2 種区域 70 ホ ン 45 ホ ン

に基づいて指定 された地域 第 3 種区域 70 ホ ン 50 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン 65 ホ ン

2 1 に掲げる区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨 70 ホ ン 45 ホ ン
港地区内 の分区及び工業のための埋立地を除 く )

㈱ =に掲げ る場合以外の場合は 、 "使用時間を午前 8 時か らと午後 7 時蓋鯵 と し 、 音量は 、 音量基準

2 に よ る 。 ただ し 、 移動 しなが ら放送をす る場合の音量は 、 70 ホ ン以下 と す る 。

音量基準 2

区 域 音 量

第 1 種区域 55 ホ ン

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 さ れた 第 2 種区域 65 ホ ン

地域 第 3 種区域 70 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン

2 1 に掲げ る区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨港地区内 の分区及び工 70 ホ ン
業のため の埋立地を除 く 。 )

区 域

音 量

午前 6 時か ら

午後 1 0 時 ま で
午後 1 0 時か ら

翌 日 の午前 6 時 ま で

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定

に基づいて指定 された地域

第 1 種区域 70 ホ ン 45 ホ ン

第 2 種区域 70 ホ ン 45 ホ ン

第 3 種区域 70 ホ ン 50 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン 65 ホ ン

2 1 に掲げる区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨

港地区内 の分区及び工業のための埋立地を除 く )
7 0 ホ ン 45 ホ ン

区 域 音 量

1 騒音規制法第 3 条第 1 項の規定に基づいて指定 さ れた

地域

第 1 種区域 55 ホ ン

第 2 種区域 65 ホ ン

第 3 種区域 70 ホ ン

第 4 種区域 70 ホ ン

2 1 に掲げ る区域以外の区域 ( 工業専用地域、 臨港地区内 の分区及び工

業のため の埋立地を除 く 。 )
7 0 ホ ン
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4 拡声機使用 の制限の対象 と な ら な い場合

( 1 ) 災害時におけ る警戒活動等に伴い放送をす る場合

俊 ) 電気 、 力 ス又は水道の事業に関する広報活動 と して放送をす る場合

( 3 ) 公共の輸送機関の業務に関 し駅又は発着場において放送をする場合

団 公務員がその職務に関 し放送をす る場合

同 公職選挙法に よ る選挙運動のために放送をす る場合

(引 祭礼 、 盆踊 り その他地域の風俗慣習 と して行われ る行事に伴い放送をする場合

( 7 ) 集団 の整理誘導のために放送をす る場合

国 前各号に掲げる場合のはか 、 知事が公益上やむを得ない と 認め る場合

2 特定施設等の届 出状況

の 騒音規制法に よ る特定施設の届出数

表 1 02 特定施設の種類別届出数

( 昭和 63 年 3 月 3 1 日 現在 )

種 類＼＼＼＼＼市町村名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉潟躰寸 合 。十

1 金 属 加 工 機 械 1 56 1 1 5 66 1 7 5 3 5 9

2 空 気 圧 縮 機 等 25 1 20 6 1 0 1 5 9 3 2 86 7 08

3 土 石 用 破 砕 機 等 1 2 2 1 4

4 織 機

5 建 設 用 資 材製造機械 2 6 3 '･I▲ ｣,1▲ 1 3

6 穀 物 用 製 粉 機

7 木 材 加 工 機 械 4 1 1 22 45 6 3 2 2 1 9

8 抄 紙 機 2 1 6 9

9 印 刷 機 械 1 0 1 73 2 9 5 2 2 1 0

1 0 合成樹脂用射出成形機 9

1

1 0 1 20

1 1 鋳 型 造 型 機 1 1 1 1

。十 574 533 2 54 84 5 1 2 1 0 1 1 , 5 63

届 出 工 場 事 業 場 98 1 0 6 45 23 4 9 5 2 90
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鰯 騒音規制法に よ る特定建設作業の届出数

表 1 03 特定建設作業の種類別届出数

( 昭和 62 年度中 )

種 類 ＼＼~＼＼市町村名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉諄彗腎寸 合 計

1 作業打機等を使用する 3 63 4 9 7 9

2 滌 う 打機を使用する

3 桑 く 岩機を使用す る作 8 22 1 3 1

4 穰圧縮機を使用す る 3 3

5 套養斜寄ぢ作業 ト

。十 1 1 88 5 9 1 1 3

国 鳥取県公害防止条例に よ る騒音関係特定施設届出数

表 1 04 騒音関係特定施設届出数

( 昭和 63 年 3 月 3 1 日 現在 )

種 類 ＼＼~＼･市町村名 鳥取市
/

米子市 倉吉市 境港市 国府町 郡家町 日吉津村 合 計

ク ー ノ ン グ タ ワ ー

/

@雛解
‘ { 円

1 9 1

2"汐

35 1 8

" g

5

F

457

届 出 事 業 繁
′"
こる 1 23

、 bワ

1 20

ふみ
32

' 7

1 5

、写

3

" 難
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第 4 章 振 動

第 1 節 振動の現況

概 要

振動は 、 その発生源が生産工場、 建築 ･ 土木工事、 交通機関等が主体 と な っ てお り 、 騒音 と 同様に

感覚的、 かつ 、 心理的な要素が加わ り 、 不快感や気分がイ フ イ フす る等の被害を与え 、 ま た 、 振動が

大 きか っ た り 、 発生源が近接 して い る場合は 、 壁、 タ イ ル等の ヒ ビ 割れ 、 屋根がわ ら の ズ レ等の物的

被害を生 じ る 。 ( 表 1 0 5 )

昭和 62 年度の振動苦情は 1 件であ っ た。

表 1 05 地震 と 振動 レヘル

気 象 庁 震 度 階 級 ( 1 94 9 年 )

0 無感 ( No fee l mg )

人体に感 じな いで地震計に泥録 され る程度

加速度 0. 8 ga l ( 5 5 d B ) 以下

I 微震 〔 S l 1 g h t )

静止 して い る人や、 特に地震に注意深い人だけに感ず る程度の地震

0.8 ~ 2 . 5 ga l ( 55 ~ 65 d B )

虹 軽震 ( Weak )

大ぜいの人に感ずる程度の も ので、 戸、 障子がわずかに動 く のがわか る く ら いの地震

2. 5 ~ 8 0 ga l ( 65 ~ 7 5 d B )

m 弱震 ( R a t he r s t ro ng )

家屋がゆれ、 戸 、 障子がガ タ ガ タ と 鳴動 し 、 電灯の よ う なつ り 下げ物は相当ゆれ器内 の水面の

動 く のがわか る程度の地震

8. 0 ~ 25 . 0 ga l ( 75 ~ 85 d B )

W 中震 ( S t r o ng )

家屋の震動が激 し く 、 すわ り の悪い花びんな どは倒れ 、 器内 の水はあふれ出 る 。 ま た 、 歩いて

い る人に も感 じ られ 、 多 く の人 々 は戸外に飛び出す程度の地震

25 . 0 ~ 80 0 g a l ( 85 ~ 95 d B )

V 強震 ( V e ry s t r ong )

壁に割 目 かはい り 墓石 、 石 ど う ろ が倒れた り 、 煙突 、 石垣な どが破損す る程度の地震

ー 1 04 一



80 . 0 ~ 250 . 0 ga l ( 95 ~ 1 05 d B )

切 烈震 ( D 1 s a s t r ou s )

家屋の倒壊は 30 %以下で山 く ずれが起き地割れを生 じ、 多 く の人 々 はすわ っ て い る こ と かでき

な い程度の地震

250 . 0 ~ 400 0 ga l ( 1 0 5 ~ 1 1 o d B )

皿 激震 ( V e ry d 1 s a s t r ou s )

家屋の倒壊か 30 %以 上にお よ び、 山 く ずれ、 地割れ 、 断層 な どを生ずる

400 0 ga l ( 1 1 o d B ) 以 上

(注) ga 1 と dB と の換算は周波数が 4 ~ 8 H z と 仮定 し 、 1 ga 1 = 1 cm / S 2 = 0 .0 l m / S 2 の関係

か ら振動 レベルを求めた。 な お 、 本表の加速度値は ピ ー ク 値で あ る 。

妙 2 各種振動測定園査結果
( 1 ) 道路交通振動調査

環境週間 ( 6 月 5 日 ~ 1 1 日 ) の行事の一つ と して 、 鳥取市 6 地点 、 倉吉市 3 地点 、 米子市 6 地点、

及び境港市 3地点計 18地点において道路交通振動測定を し併せて 自 動車台数 ( 原付自 動二輪車以上 )

を調査 した。 ( 表 1 0 6 )

こ の調査は振動規制法に基づ く 測定方法で行い 、 その 80 パ ー セ ン ト レ ン ジ の 上端値の昼間の平均

値で見れば 、 鳥取市 42 ~ 48 プ シ ベル ( 以下 ｢ dB ｣ と 。己ず。 ) 、 倉吉市 34 ~ 46 dB 、 米子市 44 ~

50 d B ･ 境港市 39 ~ 48 d B でぁ り ･ いずれの地点において も 振動規制法第 1 6寒空鍾魔地些
凶鐙塞げる道路交通振動の限度 と 比較すれば限度以下であ る 。

( 2 1 環境振動実態調査

昭和 62 年度中に 、 振動規制法に基づ く(規制地域の指定を行 っ て い る 4 市 ( 1 6 地点 ) で実施 した

調査結果は表 1 07 の と お り であ る 。

} 凋査結果をみる と 、 いずれの地点において も 、 振動規制法第 1 6 条に規定す る指定地域内こおけ る
道路交通振動の限度以下であ る 。
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表 106 環境週間行事におけ る道路交通振動測定覊査結果

(注) 測定値は午前 8 時か ら午後 4 時 ま での 2 時間お き 5 回 の測定

- 1 06 一

測 定 地 点 所在地

道路が

有する

車線数

道 路 交 通 振 動 総 車 両 通 過 台 数

振 動 レ ベ ル

〔 80 % レ ン ジ

上端値 ( d B ) 〕

の限度 〔 80%

レンジ上端値
( d B ) 〕

区域の

区 分

最 高

(大型車)

(台/ 1 0

分間)

最 低

(大型車)

(台/ 1 0

分間)

平 均

(大型車)

(台/ 1 0

分間)
最高値 最低値 平均値

区域の

区 分

鳥取市
鳥 取 駅 前

永 楽

温泉町
2 車 線
を こ え る

50 42 47 第 2 種 70 1 7 6 ( 1 9 ) 1 24 ( 7 ) 1 52 ( 1 5 )

鳥取県物産観
光セ ン タ ー前 森泉綺

2 車 線
を こ え る

5 1 45 48 たり イン 208 ( 1 D 1 74 ( 28 ) 1 84( 1 4 )

県 庁 前 東 町
2 車 線
を こ え る

50 44 48 イン イン 1 97 ( 2 1 ) 1 2 3 ( 8 ) 1 52 ( 1 4 )

大 村 薬 局 前 片 原 2 車 線 46 43 45 イン イン 1 65 ( 5 ) 97 ( 2 ) 1 36 ( 3 )

鳥取警察署附
近く漁連会館)

諌町 2 車 線 43 42 4 2 " メソ 3 90 ( 1 4 ) 240 ( 1 5 ) 3 1 4 ( 1 8 )

面谷外科附近 吉方町
2 車 線
を こ え る

47 42 44 第 1 種 65 2 0 1 ( 9 ) 1 56 ( 9 ) 1 85 ( 9 )

米子市
米 子 駅 前 明治町

2 車 線
を こ え る

50 46 49 第 2 種 70 1 80 ( 28 ) 1 06 ( 1 2 ) 1 37 ( 2 1 )

中 国 電 力 前 加茂町
2 車 線
を こ え る

52 49 50 メソ " 27 1 ( 22 ) 2 23 ( 23 ) 246( 30 )

米子市公会堂 角盤町
2 車 線
を こ え る

50 48 4 9 メソ " 383 (40 ) 2 82 ( 34 ) 3 37 ( 36 )

消 防 署 附 近
(理容セ ンス前)

富 士

見 町
2 車 線
を こ え る

46 42 45 召ツ イン 3 1 7 ( 1 7 ) 1 65 ( 1 0 ) 233 ( 1 3 )

鳥 取 銀 行
米 子 支 店 前

西福原
2 車 線
を こ え る

52 47 49 たソ " 403 ( 47 ) 3 34 ( 3 5 ) 37 0 ( 35 )

隠 樹 建 築
事 務 所 前

米 原
2 車 線
を こ え る

45 43 44 第 1 種 65 3 68 ( 38 ) 303 ( 30 ) 33 1 ( 33 )

倉吉市
旧 打 吹 駅前 明治町 2 車 線 40 36 3 9 第 2 種 70 1 37 ( 8 ) 66 ( 9 ) 98( 7 )

倉吉駅前通 り 上 井
2 車 線
を こ え る

49 45 47 れソ " 2 56 ( 24 ) 1 84 〔 7 ) 200( 1 1 )

宮 川 町
ロ ー タ リ ー

宮川町
2 車 線
を こ え る

50 47 48 れツ れソ 2 20 ( 9 ) 1 58 ( 8 ) 1 88( 8 )

境港市

鳥 取 銀 行
境 港 支 店 苗

趨町 2 車 線 49 43 46 第 1 種 65 1 3 9 ( 1 4 ) 1 02 ( 1 2 ) 1 20 ( 1 0 )

境 公 民 館 前 湊 町 2 車 線 47 46 46 んソ イン 1 24 ( 6 ) 97 ( 1 2 ) 1 1 1 ( 8 )

山陰合同銀行

境 西 支 店 前
外江町 2 車 線 35 33 34 メソ たり 74 ( 6 ) 47 ( 2 ) 63 ( 6 )

1
l
=
=
1
1
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昭 和 58 年 ~ 62 年 の 経 年 変 化 ( 平 均 値 )

道 路 交 通 振 動

〔 80 % レ ン ジ の 上端値 ( dB ) 〕 総車両通過台数 , “ ノ碕雰謁 ;

58年度 59年度 60年度 6 1 年度 62年度 58年度 5 9年度 60年度 6 1 年度 62年度

48 50 45 48 47 1 40 ( 1 4 ) 1 33 ( 1 4 ) 1 7 0 ( 1 4 ) 1 46 ( 1 2 ) 1 5 2 ( 1 5 )

49 48 47 48 48 20 5 ( 1 3 ) 1 65 ( 1 2 ) 1 95 ( 1 7 ) 1 96 ( 1 6 ) 1 84 ( 1 4 )

44 48 47 47 48 1 52 ( 1 4 ) 1 43 ( 1 6 ) 1 1 3 ( 1 8 ) 1 43 ( 1 5 ) 1 5 2 ( 1 4 )

47 45 44 45 45 1 38 ( 3 ) 1 3 2 ( 2 ) 1 30 ( 2 ) 1 30 ( 4 ) 1 36 ( 3 )

42 44 40 4 1 42 2 95 ( 1 8 ) 280 ( 20 ) 220 ( 1 7 ) 28 1 ( 20 ) 3 1 4 ( 1 8 )

46 46 4 1 48 44 1 89 ( 1 7 ) 1 85 ( 1 3 ) 1 3 6 ( 1 2 ) 1 92 ( 1 2 ) 1 85 ( 9 )

48 49 48 46 49 1 1 8 ( 6 ) 1 38 ( 5 ) 1 20 ( 1 9 ) 1 3 1 ( 2 1 ) 1 37 ( 2 1 )

49 5 1 4 9 46 50 246 ( 33 ) 2 34 ( 3 1 ) 240 ( 36 ) 228 ( 33 ) 246 ( 3 0 )

47 48 48 46 49 3 1 3 ( 35 ) 3 33 ( 3 3 ) 330 ( 35 ) 332 ( 34 ) 337 ( 3 6 )

47 48 47 4 6 45 247 ( 1 4 ) 2 5 5 ( 1 3 ) 255 ( 1 9 ) 247 ( 24 ) 2 33 ( 1 3 )

50 5 1 49 4 9 49 347 ( 27 ) 358 ( 28 ) 3 67 ( 30 ) 35 1 (45 ) 370 ( 35 )

47 45 44 43 44 366 ( 35 ) 3 1 4 (26 ) 343 ( 30 ) 3 1 5 ( 49 ) 3 3 1 ( 3 3 )

43 44 38 38 3 9 1 0 1 ( 6 ) 1 08 ( 6 ) 1 0 1 ( 8 ) 8 1 ( 7 ) 98 ( 7 )

55 52 5 1 46 47 238 ( 1 7 ) 208 ( 1 4 ) 200 ( 1 4 ) 1 6 9 ( 1 1 ) 200 ( 1 1 )

47 47 4 9 47 48 2 1 0 ( 6 ) 208 ( 6 ) 1 83 ( 1 0 ) 1 98 ( 9 ) 1 88 ( 8 )

47 47 47 46 46 1 1 1 ( 1 1 ) 1 1 1 ( 1 5 ) 1 1 8 ( 1 5 ) 1 08 ( 1 2 ) 1 20 ( 1 0 )

48 5 1 45 43 46 1 00 ( 1 1 ) u 2 ( 1 3 ) 1 07 ( 1 2 ) 97 ( 1 2 ) 1 1 1 ( 8 )

40 36 3 5 35 34 64 ( 8 ) 62 ( 5 ) 67 ( 4 ) 57 ( 6 ) 63 ( 6 )
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表 1 07 昭和 62 年度 環境振動調査結果

(注) 1 . 時間区分 振動 昼間 . 午前 8 時~午後 7 時 、 夜間 : 午後 7 時~翌 日 の午前 8 時

2. 測定時刻 午前 5 時 、 7 時 、 1 0 時 、 午後 4 時 、 7 時 、 1 0 時

3 . 振動の昼間 ･ 夜間 測定値は各時間区分の平均値であ る 。

4 . 交通量は 、 自 動二輪車以 上の道路に面す る地点の通過車両台数であ る 。

5 . 道路名 の く主 ) は主要地方道 ( 県道 ) (一 ) は一般県道 ( 県道 ) であ る 。

地区測定月日 測 定 場 所 所在地 道 路 名 車線数
測定値

80%レ
ソ ジ の

上端値
(dB)

交 通 量

( ) 大型

( 台 / 1 0 分間 )

道路交通振

動の限度80
% レ ソ ンの

上端値(d B)

昼間 夜間 昼間 夜間 区域区分
限度

〔d B )

鑄 夜間

鳥取市1 0月27日
山 の 手 セ ン タ ー 前 吉方町 国 道 29 号 2 43 37 1 74 ( 1 2 ) 93 ( 5 ) ず1▲ 65 60

N T T 鳥 取 支 社 前 湯所町 国 道 29 号 2 44 37 1 84 ( 1 4 ) 89 ( 7 ) 1･上一 6 5 60

鳥 取 市 文 化 ホ ー ル 前 壼泉裔 H 福部鳥取線 2 38 33 1 50 ( 1 0 ) 86 ( 6 ) 2 7 0 65

鳥 取 ス ト ア 前 天神町 国 道 53 号 4 3 9 34 247 ( 2 7 ) 97 ( 7 ) 2 70 65

倉吉市1 0月8日
市 立 倉 吉 西 中 学校 裏 秋 喜 囲倉吉赤碕中山線 2 40 32 7 5 ( 7 ) 43 ( 2 ) J1I- 65 60

ビ ノ グ フ イ フ ト ー ホ ー横 米田町 国 道 1 7 9 号 4 36 30 1 28 ( 1 4 ) 5 6 ( 5 ) 1 65 60

小 林 薬 局 前 明治町 国 道 3 1 3 号 2 4 1 34 3 9 ( 6 ) 3 7 ( 4 ) 2 70 65

上 井 ビ ル 前 山 根 国 道 1 79 号 4 46 3 9 1 9 1 ( 1 2 ) 1 1 0 ( 7 ) 2 70 65

米子市1 0月幻･2 8日
後 藤 ヶ 丘 中 学校 入 口 上後藤 市道外浜街道線 2 48 40 1 1 0 ( 1 ) 44 ( 2 ) 1 65 60

戸 口 田 医 院 前 上福原 日 皆生 西原線 4 40 36 202 ( 8 ) 1 23 ( 7 ) 1 65 60

竹 内 医 院 前 祇園町 国 道 9 号 2 46 43 243 ( 23 ) 1 54 ( 20 ) 2 70 65

建 設 省 米 子 出 張 所 前 車 尾 国 道 9 号 4 5 1 46 2 62 ( 50 ) 1 45 〔 1 8 ) 2 7 0 65

境港市ゆ月8･9日
境 公 民 館 湊 町 田 米子境港線 2 44 36 98 ( 8 ) 42 ( 3 ) 1 65 60

山陰合同銀行境西支店前 外江町 霊 米子境港線 2 36 30 6 2 ( 5 ) 3 9( 2 ) 1 65 60

境 家 具 店 前 東本町 ピ) 境 港 線 2 3 9 30 43 ( 0 ) 9 ( 1 ) 2 7 0 65

都 田 水 産 前 上道町 国 道 43 1 号 4 42 37 1 26 ( 1 0 ) 55 ( 5 ) 2 7 0 6 5
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第 2 節 振動の防止対策

法によ る規制

( 1 ) 振動規制法

振動規制法 ( 昭和 5定年 1 2 月 1 日 施行 ) では 、 都道府県↓知窒就~振動を防止す る こ と に よ り 住民の

生活環境を保全する必要があ る と認め る地域を指定 し 、 こ の地域内において 、 工場及び事業場にお

け る事業活動並びに建設工事に伴 っ て発生す る相当範囲にわた る振動 ( 法第 2 条 ) について必要な

規制を行 う と と も に 、 道路交通振動に係 る要請の措置を定め る こ と な どに よ り 生活環境を保全 し、

国民 の健康の保護に資す る こ と と して い る 。

本県におけ る地域指定状況は次表の と お り であ る 。

表 1 08 地域指定状況

告 示 年 月 日 地 域 指 定 市 町 名

昭和 53 年 6 月 9 日
( 県告示第 53 1 号~第 533 号 )

鳥取市、 米子市、 倉吉市及び境港市の一部

昭和 59 年 4 月 27 日

( 県告示第 360 号~第 362 号 )
国府町の一部

表 1 09 振動規制の区域の区分 と 用途地域の関係

特定工場等において発生す る振動について規制す る
区域並びに道路交通振動の限度に係 る区域

都市。十画法に基づ く
用途地域の区分

特定建設作業に伴 っ て発
生す る振動について規制
す る区域

第 1 種区域

良好な住居の環境を保全す る ため 、 特に静穏の
保持を必要 と す る 区域及び住居の用 に供 されて い
る ため 、 静穏の保持を必要 と す る区域

第 1 種住居専用地域

第 1 号区域

〔 工業地域の う ち 、 学校、
保育所、 病院 、 診療所、
図書館及び特別養護老
人 ホ ー ム の敷地の周囲
約 8Cm以内の区域を含
む )

第 2 種住居専用地域

住 居 地 域

第 2 種区域
住居の用 に併せて 商業、 工業等の用 に供 さ れて

い る 区域であ っ て 、 そ の区域内の住民の生活環境
を保全す る ため 、 振動の発生を防止す る必要があ
る区域及び主 と して工業等の用 に供 されて い る区
域であ っ て 、 その区域内 の住民の生活環境を悪化
さ せな いため 、 著 し い振動の発生を防止する必要
かあ る 区域

近 隣 商 業 地 域

商 業 地 域

準 工 業 地 域

工 業 地 域 第 2 号区域

指 定 地 域 か ら 除 外 工 業 専 用 地 域 指定地域か ら除外

(注) 規制の区域を示す図面は 、 県庁環境保全課、 関係市役所及び町役場公害担当課に備え置き 、

一般の縦覧に供 し て い る 。
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ァ 工場、 事業場振動

工場、 事業場振動について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内にあ っ て 、 特定施設 ( 政令第 1

条 ) を設置 して い る工場及び事業場 ( 特定工場等 と い う 。 ) であ る 。

特定工場等には 、 規制基準の遵守義務か課せられて お り 知事 ( 指定地域市町村長に事務委“色

以下同 じ。 ) は規制基準に適合 しない振動を発生する こ と に よ り 周辺の生活環境か損なわれ る と 認

め る と き は、 振動の防止の方法等に関 し 、 改叢筆の勧告及び改善命令を行 う こ と ができ る 。

表 1 1 0 特定工場等において発生する振動について の規制基準

区域の富芥~＼壁間の区分
昼 間

( 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で )
夜 間

( 午後 7 時か ら翌 日 の午前 8 時 ま で )

第 1 種 区 域 60 テ シベル 55 ブ シ ベル

第 2 種 区 域 65 ブ シベル 60 ブ、 シ ヘル

〔 基準値は特定工場 ( 振動規制法施行令別表第 1 に定め る施設を設置する工場 事業場 ) において

発生する振動の特定工場等の敷地の境界線上におけ る大 き さ 。 〕 ◎

イ 建設作業振動

建設作業振動について規制の対象 と な る のは 、 指定地域内において 、 建設工事を施行す る場合

に)特定建設作業 ( 政令第 2 条 ) を伴 う 作業であ る 。

特定建設作業“は、 興趣~義務か課せ られて し ･ る o ま た 、 市町村長は ･ 特定建設作業ご伴し発生
する振動が一定の基準に適合 しない こ と に よ り 、 周辺の生活環境が著 し く 損なわれる と 認め る と

き は 、 振動の防止の方法等に関 し 、 改善勧告及び改善命令を行 う こ と ができ る 。
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表 1 1 1 特定建設作業に伴 っ て発生する振動について の規制基準

特

芙
目

① く い打機 (も
んけん及び圧
入式 く い打機
を除 く 。 ) 、 く
い抜機 ( 油圧
式 く い抜機を
除 く 。 ) 又は く
い打 く い抜機
( 圧入式 く じ･
打 く い抜機を
除 く 。 ) を使用
す る作業

②鋼球を使用
して建築物そ
の他の工作物
を破壊する作
業

③舗装版破壊
機を使用す る
作業 ( 作業地
点が連続的に
移動する作業
にあ っ ては 、
1 日 におけ る
当該作業に係
る 2 地点間の
最大距離か50
メ ー ト ルを超
えない作業に
限 る 。 )

④ブ レーカ ー (手
持式の も のを除
く 。 ) を使用す る
作業 ( 作業地点
か連続的に移動
する作業にあ っ
ては 、 1 日 にお

け る 当該作業に
係 る 2 地点間の
最大距離が 50 メ
- ト ルを超えな
い作業に限 る 。 )

適 用 除 外

作業場所の敷
地境界線振動

75 プ シヘルを

超え な い こ と
75 プ シヘルを

超えな い こ と
7 5 プ シヘルを

超え ない こ と
75 ブ シベルを

超え ない こ と

作業禁止

の時間帯

1 号

区域

午後 7 時~
午前 7 時

午後 7 時~
午前 7 時

午後 7 時~
午前 7 時

午後 7 時~
午前 7 時

災害 、 非常の事態、
人の生命 、 危険防
止 、 鉄軌道の正常
運行、 道路法及び
道交法の 占用及び
許可の夜間指定

2 号

区域
午後 10 時~

午前 6 時
午後 1 0 時~

午前 6 時
午後 l o 時~

午前 6 時
午後 1 0 時~

午前 6 時

作業時間

の長 さ の

制 限

1 号

区域
1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 1 日 1 0 時間 災害、 非常の事態、

人 の生命、 危険防
止2 号

区域
1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間 1 日 1 4 時間

連続 し て

作業する
こ と の で

き る 日 数 愕欧一端戦 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内 6 日 間 以 内
災害、 非常の事態、
人の生命 、 危険防
止

作 業 を 禁 止

す る 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

日 曜 日 、

その他の休 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

日 曜 日 、

そ の他の休 日

災害、 非常の事態、
人の生命 、 危険防
止、 鉄軌道の正常
運行、 電業法の必
要作業、 道路法及
び道交法の 占用及
び許可の時 、 その
他の休 日指定

ウ 道路交通振動

振動規制法では 、 指定地域内において 、 市町村長/が道路交通振動についてその測定 レベルが一

汐 定の限度を超ぇ ･ 道路周辺の生活環境が著 し く 損なわれ る と 認め る と き は ･ 適範聾裁こ対 し道
路交通振動の防止のための舗装、 維持又は修繕の措置を要請 し 、 又は都道府県公宏委員会に対 し

道路交通法の規定に よ る措置を と る べき こ と を要請する こ と ができ る 。

表 1 1 2 振動規制法第 1 6 条第 1 項の規定に基づ く 指定地域内 におけ る道路交通振動の限度

区域の匿雰~~廼週日 の区分
昼 間

( 午前 8 時か ら午後 7 時 ま で )
夜 間

( 午後 7 時か ら翌 日 の午前 8 時 ま で )

第 1 種 区 域 65 プ シヘル 60 ブ シベル

第 2 種 区 域 70 プ シヘル 65 ゲ シヘル
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2 特定施設等の届 出状況

( 1 ) 振動規制法に よ る特定施設の届出数

表 n3 特定施設の種類別届出数 ( 昭和 63 年 3 月 3 1 日 現在 ) ー
　

施設の種類＼＼＼＼＼市 町 名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 討

1 . 金属加工機械

イ 、 液 圧 プ レ ス 23 1 3 2 6 4 66

ロ 、 機 械 プ レ ス 1 64 7 82 7 260

ハ 、 せ ん 断 機 14 1 5 28 1 5 72

- 、 鍛 造 機 3 1 4 6 23

ホ 、 ワ イ ヤーフ ォ ー ミ ングマシン

小 計 204 49 1 42 2 6 42 1

2 . 圧 縮 機 58 1 0 1 68 4 23 1

3 . 破 砕 機 等

破 砕 機

摩 砕 機 1 3 1 3

ふ る い ｣アー▲ ｣7･I-

分 級 機

小 口十 1 3 1･L一 1 4

4 . 織 機

コ ンク リ ー ト ブ

5 . ロ ノ ク マシソ等

コ ン ク リ ー ト ブ ロ ソ ク マ シ ソ 2 3 5

コ ン ク リ ー ト 管製造機械及び
コ ン ク リ ー ト 柱 製 造 機 械

小 。十 2 3 5

6 . 木材加工機械

イ 、 ド フ ム バ ー カ ー 3 1 4

口 、 チ ノ ノペ ー 2 6 3 2 1 3

小 計 2 9 4 2 1 7

7 . 印 刷 機 械 4 1 1 6 9 5 7 1

8 . コ ム練用又は合成樹脂練用 ロ ー ル機

9. 合成樹脂用射出成形機 1 1 1 2 23

1 0 . 鋳 型 造 型 機 9 9

計 33 1 1 88 235 37 O 7 9 1

届 出 工 場 事 業 場 45 50 23 2 1 0 1 3 9

A
V

( 2 ) 振動規制法に よ る特定建設作業届出数

表 n4 特定建設作業の種類別届 出数 ( 昭和 62 年度中 )

種 類 ＼＼~＼＼市 町 名 鳥取市 米子市 倉吉市 境港市 国府町 話

1 く い 打 機 等 を 使 用 す る 作 業 5 62 7 9 83

2 鋼球 を使用 し て 破壊す る 作業

3 舗装版破砕機を 使用 す る 作業

4 ブ レ ー カ ー を 使 用 す る 作 業 1 2 1 1 23

。十 6 83 7 1 0 O 1 06
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